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はじめに 

厳しい雇用・賃金環境が続くなか、安倍政権はデフレ脱却を最優先の政策課題に掲げており、

賃金改善の動向が注目されている。1月 11 日に閣議決定された「日本経済再生に向けた緊急経済

対策」のなかで、企業による雇用・労働分配（給与等支給）を拡大するための税制措置について

も言及された。また、29日に閣議決定された「平成 25 年度 税制改正の大綱」では、より具体的

に雇用・所得の拡大に対する税制措置が盛り込まれた。支払給与総額を増やした分の最大 10％（中

小企業は 20％）を法人税額から控除する新制度と、雇用者数が増加した場合に増加雇用数一人あ

たり 40万円（現行 20 万円）を税額控除する雇用促進税制の改正である。 

帝国データバンクは、2013 年の賃金動向に関する企業の意識について調査を実施した。なお、

同調査は、TDB景気動向調査 2013年 2月調査とともに行った。 

 

調査期間：2013 年 1 月 17日～1月 31日。 

調査対象は全国 2万 2,972社で、有効回答企業数は 1万 461社（回答率 45.5％）。 

なお、賃金に関する調査は 2006 年 1月以降、毎年 1月に実施し、今回で 8回目。 

本調査における詳細データは、景気動向調査専用 HP 

（http://www.tdb-di.com/visitors/）に掲載した。 

 

調査結果（要旨） 

 

1. 2013 年度の賃金改善を「ある」と見込む企業は 39.3％。前年度見込みを 1.8 ポイント上回る

にとどまった。 

 

2．賃金改善の具体的内容は、ベア 32.0％、賞与（一時金）21.0％。2011 年度見込み以降、実施

企業の割合は 3年間ほぼ横ばい。 

 

3. 賃金を改善する理由は、「労働力の定着・確保」が最多。「業績拡大」も 5割超となった。 

改善しない理由は、「自社の業績低迷」が最多。 

 

4. 雇用・所得拡大へ向けての税制措置、給与へ「影響を与える」企業が 23.6％と少ない。

特別企画 ： 2013年度の賃金動向に関する企業の意識調査 

賃金改善を見込む企業は 39.3％と微増 

～「ベースアップ」「賞与」実施企業は 3 年間横ばい～ 
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1.  2013 年度の賃金改善企業は 39.3％  

 

2013 年度の企業の賃金動向について尋ねたところ、正社員の賃金改善（ベースアップや賞与、

一時金の引き上げ）が「ある（見込みを含む）」と回答した企業は、1万 461 社中 4,109社、構成

比 39.3％となり、前回調査（2012 年 1月度）における 2012 年度見込みの同 37.5％を 1.8ポイン

ト上回るにとどまった。また、「ない（見込み含む）」と回答した企業は同 32.3％と前回調査（同

35.1％）を下回った。 

「ある（見込み含む）」を地域別にみると、「東北」（同 42.4％、258社）、「近畿」（同 41.6％、

723 社）、「南関東」（同 40.0％、1,370社）が 4割台にのぼった。「東北」では復興需要によるとこ

ろが大きく、「ある程度アップしなければ、技能者不足により同業他社に移られる」（一般土木建

築工事、東北）と人手不足を要因として挙げる声も聞かれた。 

業界別では、『卸売』（同 41.6％、

1,339社）と『サービス』（同 41.6％、

620 社）が 4 割を超えた。『建設』

（同 37.8％、540 社）は全体を下

回っているものの、前回調査を 8.2

ポイント上回った。 

企業からは「昨年は業績が悪く、

厳しい賞与となった。今年は少し

戻す予定」（専門サービス、南関

東）と、厳しいながらも改善を見

込む声がある一方で、「景気は好感

触だが、実体経済が確実によくな

ってない状況では、賃金改善は当

面横ばいで考えざるをえない」

（ビルメンテナンス、北陸）など

慎重な意見も多くみられた。 

今後の景気回復期待は高まって

いるものの、業績の回復には至っ

ておらず、2013年度の賃金動向に

力強い回復はみられない。 

■2013年度の賃金改善有無

（構成比％、カッコ内社数）

前年度
との差

前年度
との差

39.3 (4,109) 1.8 32.3 (3,375) -2.8 28.5 (2,977) 100.0 (10,461) 37.5 35.1 50.9 45.0

36.9 (903) 1.1 30.5 (746) -1.7 32.5 (795) 100.0 (2,444) 35.8 32.2 50.2 43.0

40.0 (3,206) 1.9 32.8 (2,629) -3.2 27.2 (2,182) 100.0 (8,017) 38.1 36.0 51.1 45.7

小規模企業 33.5 (804) 3.5 40.4 (971) -5.1 26.1 (627) 100.0 (2,402) 30.0 45.5 40.6 55.8

34.1 (15) -14.7 40.9 (18) 4.3 25.0 (11) 100.0 (44) 48.8 36.6 45.5 47.7

20.5 (25) 0.8 34.4 (42) -5.0 45.1 (55) 100.0 (122) 19.7 39.4 24.6 60.7

37.8 (540) 8.2 34.3 (490) -9.6 27.8 (397) 100.0 (1,427) 29.6 43.9 45.1 51.2

32.4 (83) 2.3 38.3 (98) -2.2 29.3 (75) 100.0 (256) 30.1 40.5 41.0 53.5

39.5 (1,194) 0.3 30.4 (920) -2.3 30.0 (908) 100.0 (3,022) 39.2 32.7 54.8 42.1

41.6 (1,339) 0.2 30.8 (989) 0.3 27.6 (888) 100.0 (3,216) 41.4 30.5 53.9 41.7

35.5 (160) 0.1 35.7 (161) -1.9 28.8 (130) 100.0 (451) 35.4 37.6 45.0 49.7

32.0 (127) 4.6 40.6 (161) -3.7 27.5 (109) 100.0 (397) 27.4 44.3 40.8 54.4

41.6 (620) 2.1 31.9 (476) -4.2 26.5 (395) 100.0 (1,491) 39.5 36.1 50.6 45.3

17.1 (6) -13.2 57.1 (20) 8.6 25.7 (9) 100.0 (35) 30.3 48.5 31.4 57.1

35.6 (197) 5.2 33.5 (185) -9.9 30.9 (171) 100.0 (553) 30.4 43.4 47.0 49.2

42.4 (258) 0.0 29.3 (178) -4.4 28.3 (172) 100.0 (608) 42.4 33.7 53.8 41.4

38.7 (259) 2.1 33.3 (223) -3.3 28.0 (187) 100.0 (669) 36.6 36.6 52.5 44.7

40.0 (1,370) 2.3 32.7 (1,121) -2.6 27.3 (937) 100.0 (3,428) 37.7 35.3 49.4 45.9

37.2 (200) 0.4 33.3 (179) -1.5 29.6 (159) 100.0 (538) 36.8 34.8 50.9 44.8

38.5 (439) 1.7 32.9 (375) 0.1 28.6 (326) 100.0 (1,140) 36.8 32.8 53.2 43.2

41.6 (723) 1.2 30.3 (527) -2.7 28.0 (487) 100.0 (1,737) 40.4 33.0 52.0 44.3

35.7 (222) -1.9 34.4 (214) 0.3 29.9 (186) 100.0 (622) 37.6 34.1 49.5 46.5

38.7 (134) 1.3 30.9 (107) -3.9 30.3 (105) 100.0 (346) 37.4 34.8 54.0 43.4

37.4 (307) 3.2 32.4 (266) -4.7 30.1 (247) 100.0 (820) 34.2 37.1 50.1 45.6

注1：網掛けは、全体平均以上を表す
注2：母数は有効回答企業1万461社

ない
（見込み含む）

なかった
ない

（見込み含
む）

あった
分からない 合計 ある

（見込み含
む）

＜参考＞2012年度見込み ＜参考＞2012年度実績

小売

運輸・倉庫

農・林・水産

金融

建設

不動産

製造

卸売

全体

大企業

中小企業

ある
（見込み含む）

四国

九州

南関東

北陸

東海

近畿

北関東

中国

サービス

その他

北海道

東北

2013年度の賃金改善有無

注：2011年1月調査の母数は有効回答企業1万1,017社　　2012年1月調査の母数は有効回答企業1万665社    2013年1月調査の母数は有効回答企業1万461社

37.5％

50.5％

37.5％

35.8％

45.2％

35.1％

26.7％

27.4％

28.5％

50.9％

39.3％

45.0％

32.3％

4.1％

4.3％
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あった／ある（見込み含む） なかった／ない（見込み含む） 分からない

2011年度見込み
（2011年1月調査）

2011年度実績
（2012年1月調査）

2012年度見込み
（2012年1月調査）

2012年度実績
（2013年1月調査）

2013年度見込み
（2013年1月調査）
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2.  賃金改善の具体的内容、ベア実施企業が 32.0％、賞与（一時金）は 21.0％ 

 

2013 年度の正社員における賃金改善の具体的

内容は、「ベースアップ」が 1 万 461 社中 3,348

社、構成比 32.0％となり、「賞与（一時金）」は同

21.0％（2,194社）となった。前回調査（2012年

度見込み）と比べると、それぞれ 1.2 ポイント、

0.5 ポイントの上昇にとどまった。 

リーマン・ショック前の 2008 年度見込みでは

「ベースアップ」が同 40.0％、「賞与（一時金）」

が同 22.1％あったが、リーマン・ショック後の大

幅な落ち込みのあと、2011 年度見込み以降は 3年

間ほぼ横ばいで推移している。 

 

3.  賃金を改善する理由、「労働力の定着・確保」が最多、「業績拡大」も 5 割超に 

改善しない理由では「自社の業績低迷」が最多 

 

賃金改善が「ある（見込み）」と回答した企

業に理由を尋ねたところ、最も多かったのは

「労働力の定着・確保」で 4,109社中 2,399社、

構成比 58.4％（複数回答、以下同）。次いで「自

社の業績拡大」（同 51.0％、2,095社）となり、

ともに 5割を超えた。インフレ目標の導入を受

けて、「物価動向」（同 12.1％、499 社）は、前

回調査（同 7.3％）から 4.8 ポイント上昇した。 

他方、賃金改善が「ない」理由では、「自社

の業績低迷」が 3,375 社中 2,257 社、構成比

66.9％（複数回答、以下同）と 5年ぶりに 7割

を下回った。規模別では、「大企業」の同 59.4％

（443 社）に対し、「中小企業」（同 69.0％、

1,814社）、うち「小規模企業」（同 70.5％、685

社）が約 7 割となり、約 10 ポイントの開きが

あった。5位の「人的投資の増強」（同 14.8％、

501 社）は、前回調査（同 12.6％）から 2.2ポ

イント上昇しており、3 年連続で上昇している。

（5 ページ参考表②③参照） 

　　　　　　　　　　　賃金を改善する理由（複数回答）

注：2011年度見込みは2011年1月調査、2012年度見込みは2012年1月調査、2013年度見込みは2013年1月調査。
　母数は賃金改善が「ある（見込み）」と回答した企業、2011年度4,131社、2012年度4,002社、2013年度4,109社

56.2％

50.5％

14.3％

7.0％

6.0％

58.3％

49.9％

13.6％

7.3％

6.2％

58.4％

51.0％

13.2％

12.1％

5.7％
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自社の
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同業他社の
賃金動向

物価動向

最低賃金の
改定

（％）

2012年度　見込み

2011年度　見込み

2013年度　見込み

賃金改善の具体的内容

注：2011年度見込みは2011年1月調査。母数は有効回答企業1万1,017社
　　2012年度見込みは2012年1月調査。母数は有効回答企業1万665社
    2013年度見込みは2013年1月調査。母数は有効回答企業1万461社
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　　　　　賃金を改善しない理由（複数回答）

大企業

注：2011年度見込みは2011年1月調査、2012年度見込みは2012年1月調査、2013年度見込みは2013年1月調査。
　　母数は賃金改善が「ない（見込み）」と回答した企業、2011年度3,942社、2012年度3,741社、2013年度3,375社
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4.  雇用・所得拡大へ向けての税制措置、給与へ「影響を与える」企業が 23.6％ 

 

1 月 29日に閣議決定した「税制改正の大綱」に盛り込まれた雇用・所得の拡大へ向けての税制

措置が、企業の給与や雇用者数の増減決定に影響を与えるかどうか尋ねたところ、『給与』への「影

響を与える」企業は 1万 461社中 2,474社、構成比 23.6％となった。また『雇用』では同 18.2％

（1,907社）が「影響を与える」と回答している。 

また、同措置が『給与』への「影響を与える」とした

企業の同 57.0％は、2013年度の賃金改善が「ある」と見

込んでいることも分かった。企業からは「今まで給与・

賞与を改善しても、会社負担が増すだけだったが、この

税制措置は中小企業の負担が軽減され、好意的に働く」

（機械器具卸売、四国）と政策による後押しを歓迎する

声も聞かれた。 

一方で、「税制措置が実施されても景気回復がなければ、

雇用も賃上げもできず、利益がなければ税金も払えない」

（陸運、北関東）や「企業は世界経済の状況や先行き不

安から内部留保に回すため、賃金

の改善は期待できない」（鉱業製

品卸売、中国）など、賃金改善を

厳しくみる意見も多かった。 

 

 

 

リーマン・ショックにより大幅に縮小した賃金改善を見込む企業の割合は、緩やかながら回復

していたが、2011 年以降は伸び悩んでいる。ベアや賞与（一時金）を実施する企業が、増えてお

らず、利益を上げている企業の内部留保や、業績の停滞などが浮き彫りとなっている。「平成 25

年 4月からの改正高年齢者雇用安定法も含め、賃金体制をどうするか検討中」（機械製造、近畿）

など、2013 年度は高齢者雇用に関しても考慮する必要があり、企業の業績回復が進んでいないな

か、賃金改善に向かう土壌が整っているとは言い難い。 

新政権による景気対策への期待が高まってはいるが、足元の景気回復こそ、賃金改善に欠かせ

ない要素である。実体経済を活発化させ、企業が自発的に賃金を改善できる経済状況にもってい

くことが急務となっている。 

（構成比％、カッコ内社数） 給与・雇用への影響

注：母数は有効回答企業1万461社

23.6％

18.2％

0

10

20

30
（％）

給
与

雇
用

2013年度の賃金改善 と 税制措置による給与への影響
（構成比％、カッコ内社数）

ある
(見込み含む）

ない
(見込み含む）

分からない

影響を与える 57.0 (1,411) 20.4 (505) 22.6 (558) 100.0 (2,474)

影響を与えない 37.1 (1,587) 43.0 (1,840) 19.9 (854) 100.0 (4,281)

分からない 30.0 (1,111) 27.8 (1,030) 42.2 (1,565) 100.0 (3,706)

39.3 (4,109) 32.3 (3,375) 28.5 (2,977) 100.0 (10,461)
注：母数は有効回答企業1万461社

給
与

2013年度　賃金改善　正社員

全体

全体
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＜参考表＞ 

【参考①】賃金改善の具体的内容（正社員） 

（構成比％、カッコ内社数）

31.2 (3,437) 21.0 (2,316) - (11,017)

30.8 (3,286) 20.5 (2,182) - (10,665)

32.0 (3,348) 21.0 (2,194) - (10,461)

ベースアップ
賞与

（一時金）

注：2011年度見込みは2011年1月調査。母数は有効回答企業1万1,017社
　　　2012年度見込みは2012年1月調査。母数は有効回答企業1万665社
       2013年度見込みは2013年1月調査。母数は有効回答企業1万461社

全体

2011年度見込み

2012年度見込み

2013年度見込み

 

【参考②】2013年度に賃金を改善する理由（複数回答） 

（構成比％、カッコ内社数）

自社の業績
拡大

同業他社の
賃金動向

物価動向
労働力の定

着・確保
最低賃金の

改定

団塊世代の
退職による人
件費・労務費

の減少

非正社員の
賃金改善に

伴い、正社員
の賃金も改善

非正社員の
賃金抑制に

伴い、正社員
の賃金を改善

税制（法人
税減税な

ど）
その他 分からない

50.5 (2,086) 14.3 (589) 7.0 (289) 56.2 (2,320) 6.0 (247) 5.7 (237) 1.3 (54) 0.5 (21) - - 5.1 (209) 1.2 (49) 100.0 (4,131)

49.9 (1,996) 13.6 (543) 7.3 (292) 58.3 (2,332) 6.2 (247) 5.8 (234) 2.0 (82) 0.6 (25) - - 4.8 (192) 1.0 (42) 100.0 (4,002)

51.0 (2,095) 13.2 (543) 12.1 (499) 58.4 (2,399) 5.7 (236) 4.8 (199) 1.7 (70) 0.2 (9) 5.2 (212) 4.2 (173) 1.0 (42) 100.0 (4,109)

53.9 (487) 16.1 (145) 10.5 (95) 57.3 (517) 5.5 (50) 5.2 (47) 1.3 (12) 0.1 (1) 4.0 (36) 4.2 (38) 1.3 (12) 100.0 (903)

50.2 (1,608) 12.4 (398) 12.6 (404) 58.7 (1,882) 5.8 (186) 4.7 (152) 1.8 (58) 0.2 (8) 5.5 (176) 4.2 (135) 0.9 (30) 100.0 (3,206)

小規模企業 53.4 (429) 9.7 (78) 13.1 (105) 53.5 (430) 5.0 (40) 4.4 (35) 1.9 (15) 0.5 (4) 6.5 (52) 3.7 (30) 1.0 (8) 100.0 (804)

2011年度見込み

2012年度見込み

2013年度見込み

注：2011年度見込みは2011年1月調査。2012年度見込みは2012年1月調査。2013年度見込みは2013年1月調査。
　　母数は賃金改善が「ある（見込み）」と回答した企業。2011年度4,131社、2012年度4,002社、2013年度4,109社

大企業

中小企業

 

【参考③】2013年度に賃金を改善しない理由（複数回答） 

（構成比％、カッコ内社数）

自社の業績
低迷

同業他社
の賃金動

向
物価動向

人的投資
の増強

設備投資
の増強

内部留保
の増強

団塊世代
の再雇用に

よる人件
費・労務費

の増加

非正社員
の賃金改
善に伴い、
正社員の

賃金を抑制

非正社員
の賃金抑
制に伴い、
正社員の

賃金も抑制

ワークシェ
アリングの
導入を検討

その他 分からない

73.8 (2,908) 19.6 (774) 15.7 (619) 9.7 (383) 4.5 (178) 15.6 (613) 3.2 (127) 1.2 (49) 1.8 (70) 3.0 (117) 3.7 (144) 2.1 (81) 100.0 (3,942)

70.2 (2,626) 21.3 (798) 17.6 (660) 12.6 (470) 5.9 (221) 16.3 (611) 4.3 (160) 0.8 (30) 1.4 (52) 2.1 (79) 3.4 (129) 2.8 (103) 100.0 (3,741)

66.9 (2,257) 21.3 (719) 15.8 (534) 14.8 (501) 6.7 (226) 16.5 (556) 6.3 (213) 1.2 (40) 1.0 (33) 2.5 (85) 3.1 (104) 2.5 (85) 100.0 (3,375)

大企業 59.4 (443) 26.3 (196) 17.7 (132) 18.4 (137) 7.1 (53) 16.2 (121) 9.1 (68) 1.5 (11) 1.3 (10) 1.5 (11) 3.5 (26) 2.7 (20) 100.0 (746)

69.0 (1,814) 19.9 (523) 15.3 (402) 13.8 (364) 6.6 (173) 16.5 (435) 5.5 (145) 1.1 (29) 0.9 (23) 2.8 (74) 3.0 (78) 2.5 (65) 100.0 (2,629)

小規模企業 70.5 (685) 17.7 (172) 15.3 (149) 8.9 (86) 4.2 (41) 16.8 (163) 3.1 (30) 1.1 (11) 0.9 (9) 1.9 (18) 2.1 (20) 3.0 (29) 100.0 (971)

注：2011年度見込みは2011年1月調査、2012年度見込みは2012年1月調査、2013年度見込みは2013年1月調査。
　　母数は賃金改善が「ない（見込み）」と回答した企業、2011年度3,942社、2012年度3,741社、2013年度3,375社

2011年度見込み

2012年度見込み

2013年度見込み

中小企業

 

【参考④】税制措置による給与・雇用への影響 

（構成比％、カッコ内社数）

影響を与える 23.6 （2,474） 18.2 （1,907）

影響を与えない 40.9 （4,281） 45.0 （4,705）

分からない 35.4 （3,706） 36.8 （3,849）

100.0 （10,461） 100.0 （10,461）

給与 雇用

注：母数は有効回答企業1万461社  
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【 内容に関する問い合わせ先 】 

 （株）帝国データバンク  産業調査部 政策支援課  担当：笹本 

 TEL 03-5775-3164  e-mail keiki@mail.tdb.co.jp 

当リリース資料の詳細なデータは景気動向調査専用 HP（http://www.tdb-di.com）をご参照下さい。 

リリース資料以外の集計・分析については、お問い合わせ下さい（一部有料の場合もございます）。 

調査先企業の属性 

1．調査対象（2 万 2,972 社、有効回答企業 1 万 461 社、回答率 45.5％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。報道目的以外の利用につきましては、著作権法

の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および無断引用を固く禁じます。 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

 （1）地域

553 1,140
608 1,737
669 622

3,428 346
538 820

10,461

（2）業界（10業界51業種）

44 86
122 38

1,427 26
256 12

飲食料品・飼料製造業 350 38
繊維・繊維製品・服飾品製造業 117 51
建材・家具、窯業・土石製品製造業 235 142
パルプ・紙・紙加工品製造業 106 53
出版・印刷 188 5
化学品製造業 407 397
鉄鋼・非鉄・鉱業 535 35
機械製造業 455 13
電気機械製造業 363 8
輸送用機械・器具製造業 100 137
精密機械、医療機械・器具製造業 75 36
その他製造業 91 58
飲食料品卸売業 397 16
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 223 141
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 382 121
紙類・文具・書籍卸売業 122 406
化学品卸売業 327 57
再生資源卸売業 31 201
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 345 106
機械・器具卸売業 1,005 26
その他の卸売業 384 130

35
10,461

（3）規模 （4）中国進出

2,444 23.4%

8,017 76.6%

(2,402) (23.0%)

10,461 100.0%

(307) (2.9%)

電気・ガス・水道・熱供給業

その他の小売業

飲食店

電気通信業

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

（451）

サービス

（1,491）

運輸・倉庫

農・林・水産

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

（3,022）

卸売

（3,216）

金融

建設

不動産

製造

合  計

中小企業

大企業

その他サービス業

その他

合  計

（うち小規模企業）

中国進出 782

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

人材派遣・紹介業

広告関連業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

専門サービス業

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

放送業

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業


